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はじめに 

日頃から、松山市の介護保険行政の推進にご協力いただきありがとうございます。お伝えする内容は、事務

手続きの注意事項、運営指導で指摘が多い事項等です。今一度、各事業所・施設で見直していただき、適正

な介護事業の運営を行っていただくようお願いします。 

 

なお、介護事業者の方が必要な手続き等は、松山市ホームページ（以下、HP）「介護事業者の方へ」をご参照

ください。本冊子では、各手続の掲載場所を以下のとおり記載しています。 

 

HP掲載場所 
松山市ＨＰ ＞ ①くらしの情報 ＞ ②介護保険 ＞ ③介護事業者の方へ（緑） ＞ 

掲載場所 

 

 

 

 

②  

①  

③  
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Ⅰ 介護保険サービス基準等に関する質問フォームについて 

➢ 松山市では、事業所・施設の皆さまからの人員基準、算定基準等、介護保険関係法令・通知等に関するご

質問について、市役所開庁時に電話や来庁による口頭で受け付けていましたが、内容をより正確に把握

して回答することを目的に、令和 8 年 11 月より、新たに質問フォーム（電子申請システム）を設置し、 

２４時間３６５日、随時ご質問を受け付けできるようにしました。 

つきましては、各事業所・施設の実情に応じて、質問フォームを活用していただきますよう、お願い申し

上げます。 

質問方法 質問フォームにアクセスし、必要事項を入力の上、送信してください。 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞  

（6）その他の手続き ＞ 質問フォーム 

（以下リンク参照） 

質問フォーム 

質問事項 

に関して 

・提供された個人情報は指導監査課が管理し、介護サービス事業者指導監督業務以

外の目的で使用いたしません。 

・お問い合わせの前に、厚生労働省が示す基準省令、通知、松山市基準条例等のご確

認をお願いします。 

・質問内容が抽象的であったり不明瞭である場合は、事業所または担当者に確認する

場合があります。 

・質問に際して、事業所の見解や、参照した法令・省令・通知等があればご記載くださ

い。 

・順次回答いたしますが、内容によっては厚生労働省へ確認等が必要となり、お時間

がかかる場合があります。 

・回答は、メールまたは電話で行う場合があります。 

・質問の内容によっては、指導監査課以外の関係部署に情報提供することや、関係部

署から回答させていただくことがあります。 

問い合せが 

できない事項 

下記事項については、質問フォームでお問い合わせいただくことはできません。引き

続き電話でご連絡ください。 

・虐待等（不適切な身体的拘束を含む。）に係る相談・報告・通報を行う場合であって、

利用者の生命又は身体に危機が迫っている等、緊急を要する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/jigyousya/kaigoshitsumon.html
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Ⅱ 基準・解釈通知一覧 

➢ 基準は、介護事業者がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、介護事業

者は、常にその事業の運営向上に努めなければならないとされています。 

➢ また、基準は、厚生労働省令で定める基準に基づき、都道府県又は市町村の条例で定めることとされて

おり、松山市では、独自の基準を除いて、省令で定めるものと同一の規定としています。 

➢ 松山市の事業者指定・指導については、松山市条例に基づいて行いますので、確認をお願いします。 

厚生労働省令で定める基準 

 項目 種類 名称 

居宅サービス 

人員・設備・運営 

基準省令 
（以下、運営基準） 

指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に

関する基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生労働省令第

37 号） 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18

年 3 月 14 日厚生労働省令第 35 号） 

解釈通知 
（以下、運営解釈通知） 

指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に

関する基準について（平成 11 年 9 月 17 日老企第

25 号） 

介護報酬の算定 

基準省令 
（以下、算定基準） 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（平成 12 年 2 月 10 日厚生省告示第 19 号） 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準(平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省告示第

127 号) 

解釈通知 
（以下、算定解釈通知） 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉

用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成 12 年 3 月 1 日老企第

36 号） 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介

護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成 12 年 3 月 8 日老企第 40 号）

（※１） 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平

成 18 年 3 月 17 日老計発第 0317001 号・老振発

第 0317001 号・老老発第 0317001 号)（※２） 
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 項目 種類 名称 

居宅介護支援 

人員・設備・運営 

運営基準 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第 38 号） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚

生労働省令第 37 号） 

運営解釈通知 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準について（平成 11 年 7 月 29 日老企第 22 号） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準について（平成 18 年 3 月

31 日老振発第 0331003 号・老老発第 0331016

号） 

介護報酬の算定 

算定基準 

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準（平成 12 年 2 月 10 日厚生省告示第 20 号） 

指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する

基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省告示第 129

号） 

算定解釈通知 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉

用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成 12 年 3 月 1 日老企第

36 号） 

（※２と同じ） 

地域密着型 

サービス 

人員・設備・運営 

運営基準 

指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運

営に関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省

令第 34 号） 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省令第 36

号） 

運営解釈通知 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予

防サービスに関する基準について（平成 18 年 3 月

31 日老計発第 0331004 号、老振発第

0331004 号、老老発第 0331017 号） 

介護報酬の算定 

算定基準 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に

関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省告示

第 126 号） 

指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（平成 18 年 3 月 14 日厚生労

働省告示第 128 号） 

算定解釈通知 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に

関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について（平成 18 年 3 月 31 日老

計発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老

老発第 0331018 号） 
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 項目 種類 名称 

介護老人 

福祉施設 

人員・設備・運営 

運営基準 
指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関す

る基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第 39 号） 

運営解釈通知 
指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関す

る基準について（平成 12 年 3 月 17 日老企第 43

号） 

介護報酬の算定 
算定基準 

指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成 12 年 2 月 10 日厚生省告示第 21 号）

（※３） 

算定解釈通知 （※１と同じ） 

介護老人 

保健施設 

人員・設備・運営 

運営基準 
介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営

に関する基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第 40

号） 

運営解釈通知 
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準について（平成 12 年 3 月 17 日老企

第 44 号） 

介護報酬の算定 
算定基準 （※３と同じ） 

算定解釈通知 （※１と同じ） 

介護医療院 

人員・設備・運営 

運営基準 
介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関す

る基準（平成 30 年 1 月 18 日厚生労働省令第 5

号） 

運営解釈通知 
介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準について（平成 30 年 3 月 22 日老老発

0322 第 1 号） 

介護報酬の算定 
算定基準 （※３と同じ） 

算定解釈通知 （※１と同じ） 

 

➢ 各基準等は厚生労働省法令等データベースサービス（https://www.mhlw.go.jp/hourei/)または

市販の解説書（例：「介護報酬の解釈」（青本・赤本・緑本））をご参照ください。 

➢ その他、厚生労働省から発出されている通知、Q&A（「介護保険最新情報」等）及び運営指導事前調書

（「指定基準等自己点検表」及び「各種加算等自己点検表」）をご参照ください。 

HP掲載場所 

・介護保険最新情報掲載ページ（厚生労働省） 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞  

（7）参考情報 ＞ 各種通知関係（厚生労働省） 

（以下リンク参照） 

各種通知関係（厚生労働省） 

・運営指導事前調書 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（5）運営指導 ＞ 事前調書・改善報告 

（以下リンク参照） 

事前調書・改善報告 

  

https://www.mhlw.go.jp/hourei/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/index_00010.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/sidou_chosyo.html
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松山市条例で定める独自基準 

１．独自基準の概要について 

次に掲げる基準以外については、厚生労働省令に定める基準のとおりです。 

※独自基準の適用については「２．独自基準の対象となるサービス」をご参照ください。 

 

①（地域密着型）介護老人福祉施設の居室定員の緩和 

省令基準 
１の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者へのサービスの提供上必要と認められる場

合は、２人とすることができる。 

独自基準 
１の居室の定員は１人とするが、プライバシーの保護に配慮することで４人以下とすることが

できる。 

理由等 
利用者の多様なニーズに対応し、地域の実情に応じた柔軟な基盤整備を進められるよう、ユ

ニット型施設の整備を推進する一方で、多床室の整備についても選択肢を残すため。 

 

②非常災害対策の強化 

省令基準 

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備

し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行

わなければならない。 

訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

独自基準 

ア．災害の種別に応じた個別計画の策定及び避難訓練の実施 

非常災害に関する具体的な計画については、当該事業者等の立地条件等から予想され

る災害の種別（例：地震、風水害）ごとに作成しなければならない。 

また、避難訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなけれ

ばならない。 

イ．計画の掲示 

非常災害対策の具体的計画は、事業所の見やすい場所に掲示しなければならない。 

ウ．備蓄の確保 

災害時にはライフラインが一時的に寸断される事態が予想されることから、事業所にお

いて当面の避難生活をすることができるよう、非常食、飲用水、日用品等の備蓄の確保に

努めなければならない。 

理由等 東日本大震災等の教訓を踏まえ、事業者等が防災対策に取り組む契機とするため。 

 

③施設系サービスのサービス提供記録の利用者への提供 

省令基準 サービス提供の際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければならない。 

独自基準 

提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合に

は、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならな

い。 

理由等 
省令基準では、施設系サービスにおいて、サービス提供内容の記録を利用者に提供する規定

がないことから、他サービスとの整合を図るため。 

 

④記録の保存年限の延長 

省令基準 サービスの完結の日から２年間保存しなければならない。 

独自基準 サービスの完結の日から５年間保存しなければならない。 

理由等 地方自治法上の金銭債権の消滅時効である５年と整合を図るため。 
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２．独自基準の対象となるサービス 

サービス区分又は施設 
①居室定員

の緩和 

②非常災害

対策の強化 

③サービス提

供記録の利用

者への提供 

④記録の 

保存年限の

延長 

訪問介護 

（介護予防）訪問入浴介護 

（介護予防）訪問看護 

（介護予防）訪問リハビリテーション 

（介護予防）居宅療養管理指導 

（介護予防）福祉用具貸与 

特定（介護予防）福祉用具販売 

― ― 
省令基準で

規定済 
○ 

通所介護 

（介護予防）通所リハビリテーション 

（介護予防）短期入所生活介護 

（介護予防）短期入所療養介護 

― ○ 
省令基準で

規定済 
○ 

（介護予防）特定施設入居者生活介護 ― ○ ○ ○ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 
― ― 

省令基準で

規定済 
○ 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

複合型サービス 

― ○ 
省令基準で

規定済 
○ 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 
― ○ ○ ○ 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ○ ○ ○ ○ 

介護老人福祉施設 ○ ○ ○ ○ 

介護老人保健施設 ― ○ ○ ○ 

介護医療院 ― ○ ○ ○ 

居宅介護支援 ― ― ― ○ 

介護予防支援 ― ― ― ○ 

 

➢ 松山市条例は以下に掲載しています。 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（7）参考情報 ＞ 松山市条例 

（以下リンク参照） 

松山市条例 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/joureiseitei.html
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Ⅲ 指導監査課への届出・申請等 

➢ 松山市へ提出する主な届出・申請等は下表のとおりです。それぞれ提出期限・方法などが異なるため、次

頁以降の各届出・申請等の内容を確認のうえ、期限内に提出をお願いします。 

 区分 届出・申請等 提出事由 提出期限 

1 変更関係 

変更届 各変更事項が生じた場合 変更があった日から１０日以内 

開設許可事項 

変更申請書 

（介護老人保健施設・介護医療院のみ） 

各変更事項が生じた場合 
変更予定日の２週間前 

管理者承認 

申請書 

広告事項許可 

申請書 

指定変更申請書 
（特定施設入居者生活介護のみ） 

利用定員を増やす場合 
変更予定日の２週間前 

2 加算関係 

体制届 

新たに算定を開始する場合 

算定区分を変更する場合 
サービス及び加算により異なる 

算定を取りやめる場合 
加算要件を満たさなくなった 

時点で直ちに 

処遇改善加算 

計画書 

新たに算定を開始する場合 

算定区分を変更する場合 
算定開始月の前々月末日 

処遇改善加算 

実績報告書 
算定を取りやめる場合 

最終の加算の支払があった月の

翌々月末日 

特定事業所 

集中減算 

チェックシート 

居宅介護支援事業所で特定事業所

集中減算の要件を満たす場合 

前期：9 月 15 日 

後期：3 月 15 日 

同一建物減算 

計算書 

（総合事業を含む） 

訪問介護事業所で同一建物減算の

要件を満たす場合 

前期：9 月 15 日 

後期：3 月 15 日 

3 運営関係 

新規指定（許可）

申請 
事業所を開設する場合 

（地域密着型サービス以外） 

指定（許可）予定日から 2 カ月前 
(地域密着型サービス) 

協議会開催の 3 カ月前 

指定（許可）更新

申請 
指定期間を更新する場合 

指定の有効期間の満了の日から

2 カ月前 

休止届 事業所を一時的に休止する場合 休止予定日の１月前 

再開届 事業所を再開する場合 再開した日から１０日以内 

廃止届 事業所を廃止する場合 廃止予定日の１月前 

4 利用者処遇 

介護事故 

（感染症）報告 

介護事故が発生、または感染症が

集団発生した場合 

第一報：事故発生後、 

速やかに（５日以内） 

第二報：事故発生後、 

概ね２週間以内 

虐待通報（報告） 虐待と思われる事例を発見した場合 直ちに 

5 運営指導 
事前提出資料 運営指導を受ける場合 

実施通知書で指定された 

運営指導日の１０日前 

改善報告 運営指導で改善指導を受けた場合 結果通知書で指定された日 
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 区分 届出・申請等 提出事由 提出期限 

6 業務管理体制 

業務管理体制届 介護事業に新規参入した場合 
新規指定（許可）予定日の 

前々月末日 

業務管理体制 

変更届出書 
各変更事項が生じた場合 

届出が必要となった場合に遅

滞なく 

メールアドレス変更 
事業所のメールアドレスに変更が

生じた場合 
変更が生じたら直ちに 

 

電子申請・届出システムについて 

➢ 介護分野の文書に係る負担軽減に関する取り組みを推進するため、松山市では令和７年２月より、厚生

労働省が整備した「電子申請・届出システム」の運用を開始しています。「電子申請・届出システム」では、

各事業所・施設が必要な松山市への各種申請・届出の随時の提出が可能で、提出履歴等を確認できま

す。利用には、あらかじめ、G ビズ ID（「プライム」または「メンバー」アカウント）の取得が必要になります

ので、手続きをお願いします。（同システムによる届出が難しい場合は、紙媒体又はメールで提出するこ

とも可能です。） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（6）その他の手続き ＞ 電子申請・届出システム 

（以下リンク参照） 

電子申請・届出システム 

 

  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/denshishinsei.html
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Ⅲ-１ 変更関係 

変更届 

提出期限 変更があった日から１０日以内 

提出書類 変更届出書 ＋ 添付書類 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 各サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援・介護予防支援  

総合事業 

 

※居宅サービスとは・・・・・・・・・訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通

所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設

入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売 

介護予防サービスとは・・・・・要支援者向けの居宅サービス 

施設サービスとは・・・・・・・・・介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院 

地域密着型サービスとは・・・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認

知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看

護小規模多機能型居宅介護 

総合事業とは・・・・・・・・・・・・主に要支援者向けの訪問介護・通所介護 

 

よくある誤り 

・総合事業の変更届が未提出 

 → 訪問介護、通所介護の変更で、併せて総合事業を実施している場合は、総合事業の

変更届の提出も必要です。（変更届出書、誓約書の様式が異なります。） 

・誓約書の様式が異なる 

 → 「居宅サービス・施設サービス」と、「地域密着型サービス・居宅介護支援」とで届出

の様式が異なりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

よくある質問 

 

 

 

 

 

 

・必要な添付書類はどこで確認できますか。 

 → HP に掲載の「変更届出に必要な添付書類一覧」で確認できます。 

・重要事項説明書のみを変更する場合は、変更届の提出は必要ですか。 

 → 必要ありません。併せて運営規程を変更する場合は、運営規程の変更届を提出して

ください。 

・従業員の員数の変更は、その都度で変更届の提出が必要ですか。 

→ 各事業所・施設ごとに決めた時期（少なくとも年１回以上）で見直しを行い、変更が

あった場合のみ提出してください。なお、運営規程の従業員の員数の記載は、人員

基準を満たす範囲内で〇名以上と記載することが可能です。重要事項説明書も同

様です。 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程を定めるに当たって

は、居宅基準第５条において置くべきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載すること

も差し支えない（居宅基準第８条に規定する重要事項を記した文書に記載する場合についても、同様とす

る。）（以下、他のサービス種類についても同趣旨。）。               【運営解釈通知（例：訪問介護）】 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/chimituhenko.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henkou.html
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よくある質問 

・法人の代表者等を変更する場合、登記完了が提出期限に間に合いません。 

 → 電子申請システムのコメント欄に「登記手続き中につき、完了次第提出する」旨を記 

載し、登記事項証明書以外の書類を期限内に提出してください。証明書が届き次

第、追加で提出してください。 

注意事項 

・通所介護の利用定員を１８人以下とする変更は、変更届ではなく、地域密着型通所介護

の新規指定（許可）申請が必要です。同様に、地域密着型通所介護の利用定員を１９人

以上とする変更は、通所介護の新規指定（許可）申請が必要です。 

・法人の合併や分割による法人名称や法人所在地の変更は、変更届ではなく、新規指定

（許可）申請が必要です。 

・松山市から施設整備等の事業に係る補助金の交付を受けている場合、建物の構造変

更、使用用途の変更等、施設利用に関する変更に伴って、補助金の返還等が必要にな

る場合があります。事前に下記のお問合せ先までご連絡ください。 

 【補助金のお問合せ先】 

 松山市 指導監査課 総務・施設整備担当 089-948-6867 
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開設許可事項変更申請等（介護老人保健施設・介護医療院のみ） 

提出期限 変更予定日の２週間前 

提出書類 

▶ 敷地面積、建物建造、施設の共用の場面の利用計画、運営規則（職種・員数・職務内容・

入所定員の増加に関する部分に限る）、協力医療機関を変更する場合 

開設許可事項変更申請書 ＋ 添付書類 

▶ 管理者を変更する場合 

介護老人保健施設・介護医療院 管理者承認申請書 ＋ 経歴書、資格証 

▶ 法９８条（老健）、法１１２条（医療院）規定の広告事項の許可を受ける場合 

介護老人保健施設・介護医療院 広告事項許可申請書 ＋ 広告書類 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 居宅サービス・施設・介護予防サービス 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス 

注意事項 

・変更届の提出が必要な事項は、承認後に変更届の提出が必要です。 

・開設許可事項変更申請書は手数料（１件につき 33,000 円）が発生する場合がありま

す。 

 

指定特定施設入居者生活介護指定変更申請書（特定施設入居者生活介護のみ） 

提出期限 変更予定日の２週間前 

提出書類 
▶ 利用定員を増やす場合 

指定特定施設入居者生活介護指定変更申請書  ＋  添付書類（申請書備考欄を参照） 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 居宅サービス・施設・介護予防サービス 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス 

注意事項 承認後に変更届の提出が必要です。 

 

  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
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Ⅲ-２ 加算関係 

体制届 

提出期限 

 

提出期限 対象サービス 

算定を開始する月の

前月１５日まで 

（総合事業）訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護（緊急時訪問看

護加算を除く）、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、

（総合事業）通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸

与、居宅介護支援、介護予防支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（緊急時訪問看

護加算を除く）、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型

通所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（緊

急時訪問看護加算を除く） 

算定を開始する月の

初日まで 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、（介護予防）短期入所生活介

護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予

防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護 

届出が受理された日

から算定 

訪問看護ステーションが行う訪問看護の緊急時訪問看護加算、定期巡回・随時対応

訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護の緊急時訪問看護加算のみ 

算定を取り下げる場

合は直ちに 

全サービス 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が

算定されなくなることが明らかな場合 
  

提出書類 

（算定を開始する場合 ※同加算の上下区分への変更を含む） 

体制届出書 ＋ 体制状況一覧表 ＋ 添付書類 

（算定を取り下げる場合） 

体制届出書 ＋ 体制状況一覧表 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（4）介護報酬算定 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・居宅介護支援  地域密着型  総合事業 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

よくある誤り 

・体制届出書の「異動（予定）年月日」、特記事項の「変更前」「変更後」に記載がない、また

は誤っている。 

 → 異動（予定）年月日には算定開始年月日、特記事項の「変更前」「変更後」には算定

項目名を正確に記載してください。 

・体制届出書に記載の無い算定項目を、体制状況一覧表で変更している。 

 → 体制状況一覧表は変更届出する項目のみに■を付けてください。体制状況一覧表

のみに■を付け、体制届出書の特記事項の「変更後」に記載していない項目は受理

されませんので、ご注意ください。 

よくある質問 

・加算要件に関するお問い合わせ全般 

 → 算定基準、算定解釈通知を参照し、質問箇所・内容を明らかにしてお問合せをお願

いします。 

注意事項 
期限までに受理される必要があります。内容に誤りがある、添付書類が不足している等

の場合、受理されないことがありますので、ご注意ください。 
 
 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/kyotakukeikasan.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/chimitukasan.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/santei.html
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処遇改善加算計画書 

提出期限 
通常時：算定開始月の前々月末日 

新年度の計画書提出時（特例）：各年度の国通知に基づく日 
 

提出書類 処遇改善計画書 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（4）介護報酬算定 ＞ 処遇改善加算 

（以下リンク参照） 

処遇改善加算 

よくある誤り 
・処遇改善計画書の「提出前チェックリスト」に「×」がある状態で提出されている。 

 → 全て「〇」となるように、該当箇所を修正のうえ提出してください。 

注意事項 

・期限までに受理される必要があります。必ず期限内に提出してください。 

・提出した処遇改善計画書の内容を変更する場合は「変更に係る届出書」等の提出が必

要な場合があります。詳細はHPでご確認ください。 

 

処遇改善加算実績報告書 

提出期限 最終の加算の支払があった月の翌々月末日 

提出書類 処遇改善実績報告書 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（4）介護報酬算定 ＞ 処遇改善加算 

（以下リンク参照） 

処遇改善加算 

よくある誤り 

・処遇改善実績報告書の「提出前チェックリスト」に「×」がある状態で提出されている。 

 → 全て「〇」となるように、該当箇所を修正のうえ提出してください。 

・事業所を廃止する場合に提出を失念している。 

 → 廃止後であっても提出は必要です。 

注意事項 実績報告を提出しない場合は全額返還となります。必ず期限内に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/syoguukaizen/index.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/syoguukaizen/index.html


15 

 

 

特定事業所集中減算チェックシート（居宅介護支援事業のみ） 

提出期限 
前期：9 月 15 日 

後期：3 月 15 日 

提出書類 
特定事業所集中減算チェックシート 

（減算有無に変更がある場合） ＋ 体制届出書 ＋ 体制状況一覧表 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（4）介護報酬算定 ＞ 居宅介護支援集中減算 

（以下リンク参照） 

居宅介護支援集中減算 

提出が必要な

居宅介護支援

事業所 

「正当な理由」なく、居宅介護支援事業所において判定期間に作成した居宅サービス計

画（介護予防サービス計画は除く。）のうち「訪問介護」「通所介護」「地域密着型通所介

護」「福祉用具貸与」が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、いずれ

かの訪問介護サービス等で最もその紹介件数の多い法人によって提供されたものの占

める割合が 100 分の 80 を超えている場合。(100 分の 80 を超える事業がない場合

は、提出不要です。) 

注意事項 

・すべての居宅介護支援事業者は「特定事業所集中減算チェックシート」を作成し、各事

業所において 5 年間保存してください。 

・令和 8 年度よりチェックシートの様式を変更しています。提出は HP 掲載の様式でお

願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/kaigohousyuusantei/tokuteizigyoushogenn.html
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同一建物減算計算書（訪問介護のみ） 

提出期限 
前期：9 月 15 日 

後期：3 月 15 日 

提出書類 
同一建物減算計算書 

（減算有無に変更がある場合） ＋ 体制届出書 ＋ 体制状況一覧表 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（4）介護報酬算定 ＞ 同一建物減算 

（以下リンク参照） 

同一建物減算 

提出が必要な

訪問介護事業

所 

判定期間における指定訪問介護（指定介護予防型訪問サービス）の提供総数のうち、同

一敷地内建物等に居住する利用者（指定訪問介護事業所における 1 月当たりの利用者

が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）に提供され

たものの占める割合が 90％以上である場合。（90％以上の事業がない場合は、提出不

要です。） 

注意事項 

・計算は訪問介護と介護予防型訪問サービスについて、それぞれ行ってください。 

・同一敷地内建物等に居住する者へサービス提供を行う指定訪問介護事業所は、「同一

建物減算計算書」を作成し、各事業所において5年間保存してください。 

・令和 8 年度より計算書の様式を一部変更（訪問介護、総合事業の様式区分を明確化）

しています。提出は HP 掲載の様式でお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/douitutatemono.html
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Ⅲ-３ 運営関係 

新規指定（許可）申請 

提出期限 

（地域密着型サービス以外） 

指定（許可）予定日から 2 カ月前 
(地域密着型サービス) 

協議会開催の3 カ月前 

提出書類 指定申請書 ＋ 添付書類 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（1）新規指定 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援  総合事業 

介護予防支援 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

注意事項 
申請前に基準等をよく理解し、事業計画の内容変更が十分可能な段階で事前協議を行っ

てください。 

 

指定（許可）更新申請 

提出期限 指定の有効期間の満了の日から 2 カ月前 

提出書類 指定（許可）申請書 ＋ 添付書類 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（1）新規指定 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援・介護予防支援  

総合事業 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

注意事項 事前通知はありません。申請漏れのないようにご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shinkishitei/kyotakukeisitei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shinkishitei/chimitusiteisinsei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shinkishitei/jigyousyasitei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shinkishitei/kaigoyoboushien.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shiteikousin/kosintetuduki.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shiteikousin/chimitukosin.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/shiteikousin/sougoushiteikoushin.html
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休止届 

提出期限 休止予定日の１月前 

提出書類 廃止・休止届出書 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援・介護予防支援  

総合事業 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

注意事項 

・利用者に対して、他の事業所の紹介等、継続的なサービス提供のための便宜の提供義

務があります。実施内容を届出書項目「現にサービス又は支援を受けている者に対する

措置」に具体的に記載してください。 

・松山市では、再開の目途が立たない休止状態の長期化を避けるため、休止期間は、最長

1 年間としています。1 年以内に再開できない場合は、廃止届を提出してください。 

・指定の有効期限が到来する場合はその日までとなります。指定の更新を希望する場合

は指定の有効期限までに再開する必要があります。 

・処遇改善加算を算定している場合は、期日までに実績報告書をご提出ください。 

 

再開届 

提出期限 再開した日から１０日以内 

提出書類 再開届出書 ＋ 再開した月の勤務形態一覧表 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援・介護予防支援  

総合事業 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

注意事項 
・再開にあたっては、運営基準等を満たす必要があります。 

・休止以前より、管理者等の変更がある場合は、併せて変更届を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/chimituhenko.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henkou.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/chimituhenko.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henkou.html
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廃止届 

提出期限 廃止予定日の１月前 

提出書類 廃止・休止届出書 

提出方法 電子申請・届出システム 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（3）変更・休止・廃止等 ＞ 各種サービスを選択 

（以下リンク参照） 

居宅サービス・施設・介護予防サービス  地域密着型・居宅介護支援・介護予防支援  

総合事業 

上記の介護サービス種別の区分けは P10 で確認できます。 

注意事項 

・利用者に対して、他の事業所の紹介や、ケアマネとの連絡調整を行うなど、継続的なサ

ービス提供のための便宜の提供義務があります。実施内容を届出書項目「現にサービス

又は支援を受けている者に対する措置」に具体的に記載してください。 

・処遇改善加算を算定している場合は、期日までに実績報告書をご提出ください。 

・松山市から施設整備等の事業に係る補助金の交付を受けている場合、補助金の返還等

が必要になる場合があります。事前に下記のお問合せ先までご連絡ください。 

 【補助金のお問合せ先】 

 松山市 指導監査課 総務・施設整備担当 089-948-6867 

 

  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henko_kyotakukei.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/chimituhenko.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/henkou/henkou.html
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Ⅲ-4 利用者処遇 

介護事故（感染症）報告 

提出期限 
第一報：事故発生後、速やかに（５日以内） 

第二報：事故発生後、概ね２週間以内 

提出書類 事故報告書 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（6）その他の手続き ＞ 事故報告 

（以下リンク参照） 

事故報告 

よくある誤り 

・報告期限を超過している 

 → 期限までに報告してください。超過した場合は「９その他 特記すべき事項」に超過

理由の記載をお願いします。 

・誤字・脱字が散見される 

→ 事故報告書は事実関係を記載する書類です。提出前にご確認ください。 

・第二報での事故の発生原因の分析、再発防止策の検討の記載が不十分 

 → 同様の事故が発生しないよう、事業所として分析・検討したことを具体的に記載し

てください。 

事故対応 

について 

・事故の再発を防ぐためにも、事故の原因について分析を行い、利用者の安全を確保す

るとともに、同じ事故が起こらないように再発防止策を検討し、各事業所・施設内で周

知徹底を図ることが重要です。 

・事故発生後の利用者家族への説明が不十分であったため、トラブルになるケースがあ

ります。各事業所・施設で作成したマニュアル等を確認し、対応にあたっては、マニュアル

等に即した対応をお願いします。 

・リスクマネジメント強化や事故予防及び事故発生時の対応に役立てることを目的に、厚

生労働省から「介護保険施設等における事故予防及び事故発生時の対応に関するガイ

ドライン」が発出されています。各事業所・施設の実情に応じた安全体制の構築に向け、

参考資料としてご活用いただきますようお願いします。 

（以下リンク参照） 

介護保険施設等における事故予防及び事故発生時の対応に関するガイドライン  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/sonota/jikohokoku.html
https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2025/1110105623871/ksvol.1436.pdf
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虐待通報（報告） 

報告期限 虐待と思われる行為を発見したら直ちに 

報告方法 電話または来庁 

高齢者虐待の

未然防止 

高齢者虐待は、高齢者の尊厳を失わせる重大な問題であり、決してあってはならないこ

とです。すべての介護サービス事業者は、高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を

常に心がけながらサービス提供に当たる必要があり、高齢者虐待を未然に防ぐため、 

・虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期開催、結果の周知徹底 

・虐待の防止のための指針の整備 

・虐待の防止のための研修の定期的な実施 

・虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の設置 

といった措置を講ずることが、運営基準で義務付けられています。 

高齢者虐待が

発生した場合 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、「法」）では、虐

待の定義と、市町村への通報義務を定めています。虐待と思われる行為を発見したら直

ちに松山市に報告するとともに、発生後、速やかに（５日以内）事故報告書の提出が必要

です。 

身体的虐待 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

介護・世話の放棄・ 放任 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護す

べき職務上の義務を著しく怠ること。 

心理的虐待 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理

的外傷を与える言動を行うこと。 

性的虐待 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせるこ

と。 

経済的虐待 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を

得ること。                                         【法２条】 
 

養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、養介護施設従事者等は速

やかに、市町村に通報しなければならない。                                     【法２１条】 
  

身体的拘束 

について 

すべてのサービスで原則、身体的拘束等を行うことは許されません。必要な要件を満た

すことなく身体拘束に当たる行動制限等を行った場合は基準違反であり、虐待に当たる

おそれもあります。 

２３条３ 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行っ

てはならない。 

４ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。                               【運営基準（例：訪問介護）】 
 
緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等と

してこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくこと

が必要である。                                          【運営解釈通知（例：訪問介護）】 
 
「切迫性」とは、利用者本人又は他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと、「非代

替性」とは、身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと、「一時性」とは、身体拘束そ

の他の行動制限が一時的なものであること【高齢者虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算の取扱

いに係る Q&A 令和 7 年 1 月 20 日 介護保険最新情報 Vol.1345 問３抜粋】 
  

 

高齢者虐待・

身体的拘束の

防止について 
 

・事業者は、運営基準上の実施義務を果たすことはもちろん、日頃から従業者が互いに意

見を言いやすく風通しの良い職場づくり、困ったときにフォローしあえる組織づくりに

努められるようお願いします。 
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高齢者虐待・

身体的拘束の

防止について 

 

 

・各事業所・施設で作成したマニュアル等を確認し、対応にあたっては、マニュアル等に即

した対応をお願いします。 

・厚生労働省から「高齢者虐待防止に資する研修・検証資料等」が提供されています。 

（以下リンク参照） 

高齢者虐待防止に資する研修・検証資料等  

 また、「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き」が提供されて

いますので、各事業所・施設の実情に応じた取り組みの参考資料としてご活用いただき

ますようお願いします。 

（以下リンク参照） 

介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22750.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001248430.pdf
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Ⅲ-５ 運営指導 

➢ 運営指導は、事業者等の指定又は許可の有効期間（６年）内に少なくとも１回以上行うことを原則として

います。松山市では、居住系・施設系サービス（特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医

療院、認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護）は３年に１

回以上の頻度で実施しています。 

➢ 運営指導の対象となる事業所を決定したときは、運営指導の実施予定日の１月前までに、当該事業者等

に対し、各事業所からの申出により登録されているメールアドレス宛に通知します。 

➢ メールアドレスを確認後、メールに記載された期日までに確認した旨の返信をお願いします。 

➢ 運営指導実施後は、実施月の翌月末頃に、当該事業者等に対し、運営指導結果通知を郵送します。 

事前提出資料 

提出期限 実施通知書で指定された運営指導日の１０日前 

提出書類 運営指導事前調書一式（実施通知書に記載） 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（5）運営指導 ＞ 事前調書・改善報告 

（以下リンク参照） 

事前調書・改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実施通知が受信できない事例が無いよう、各事業所・施設のメールアドレスは常に最新

のものでご登録ください。 

・運営指導では、原則、運営指導を行う年度の前年度から直近の実績を確認しています。 

・運営指導当日の確認書類は以下のとおりです。必要書類は速やかに確認できるよう事

業所内に準備をお願いします。  

１. 人員に関する確認書類 

①雇用契約書（労働条件通知書）、辞令等 

②出退勤の実績が分かるもの（出勤簿など） 

③資格証の写し 

④秘密保持誓約書 

２. 運営に関する確認書類 

①サービス利用契約時の書類（重要事項説明書、個人情報使用にかかる同意書） 

②身体拘束廃止の指針、委員会の開催記録、研修の記録 

③緊急時対応マニュアル、緊急時の対応記録 

④業務継続計画（感染症・災害）と研修・訓練の記録 

⑤消防計画と非常災害対策計画（地震・風水害）、訓練の記録等 

⑥感染症対策の指針、委員会の開催記録、研修・訓練の記録 

⑦苦情対応マニュアル、苦情の対応記録 

⑧事故対応マニュアル、事故対応の記録、ヒヤリハットの記録、委員会の開催記録、研

修の記録 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/sidou_chosyo.html
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注意事項 

⑨虐待防止の指針、委員会の開催記録、研修の記録 

⑩ハラスメントに対する方針、相談窓口を周知したもの 

上記のほか 

・サービス提供記録、各サービス計画、担当者会議記録 

・事業所のパンフレット 

・運営推進会議又は介護医療連携推進会議の議事録 【地域密着型サービスのみ】 

※これら以外の書類についても、運営指導当日に確認させていただくことがありま

す。また、サービスにより確認書類は異なります。 

３. 介護給付費に関する確認書類 

①利用料に関する書類（領収書・請求書の控え） 

②介護給付費明細書（レセプト） 

③加算又は減算の要件に適合することを説明できる書類 
  

 

改善報告書 

提出期限 結果通知書で指定された日 

提出書類 改善報告書 ＋ 添付書類 

提出方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（5）運営指導 ＞ 事前調書・改善報告 

（以下リンク参照） 

事前調書・改善報告 

注意事項 

・改善報告書には改善結果を示す書類を添付してください。 

・介護報酬の返還が生じた場合は、「介護報酬返還報告書」及び「返還内訳書」を、改善報

告書と併せて報告し、過誤の手続きを介護保険課で行ってください。 

（以下リンク参照） 

過誤依頼書 

・返還が全て完了した後に、「介護報酬返還の結果について」を報告してください。 

 

  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/sidou_chosyo.html
https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/kyuuhu/sinsei_kago.html
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Ⅲ-６ 業務管理体制 

➢ 介護サービス事業者には、介護保険制度の公的性格から、適切なサービス提供だけではなく、法令等の

自主的な遵守が求められており、法令遵守等の業務管理体制の整備・届出が義務付けられています。 

業務管理体制届・業務管理体制変更届出書 

提出期限 届出が必要となった場合に遅滞なく 

提出方法 
業務管理体制の整備に関する届出システム（電子申請・届出システムではないので注意） 

または窓口、郵送、メール 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（6）その他の手続き ＞ 業務管理体制の届出 

（以下リンク参照） 

業務管理体制の届出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 業務管理体制の整備基準 

事業者が整備すべき業務管理体制は、指定（許可）を受けている事業所（施設）（以下、事業

所等）の数に応じて定められています。 

 整備する業務管理体制 

事業所等の数 法令遵守責任者の選任 法令遵守規程の整備 監査の定期的な実施 

１以上２０未満 必要 － － 

２０以上１００未満 必要 必要 － 

１００以上 必要 必要 必要 

・指定を受けたサービス種別ごとに 1 事業所と数えます。同一事業所であっても、サービ

ス種別が異なる場合はそれぞれを 1 事業所として数えます。例えば、一つの事業所で「訪

問入浴介護」と「介護予防訪問入浴介護」の指定を併せて受けている場合、その事業所数

は「2」と数えます。 

・健康保険法により指定を受けたみなし指定事業所（医療みなし）は事業所数に含めませ

ん。介護保険法により指定を受けたみなし指定事業所（施設みなし）は事業所数に含めま

す。 

・総合事業における介護予防・生活支援サービス事業は事業所数に含めません。 
 

➢ 届出事項 

事業所等の数 届出事項 

1 以上 

１．事業者の 

（１）名称又は氏名 （２）主たる事務所の所在地 

（３）その代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

２．法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

20 以上 「業務が法令に適合することを確保するための規程」の概要 

100 以上 「業務執行の状況の監査の方法」について 
 
 

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/download/fukushi/kaigo/shitei-shidou/sonota/gyoumukanri.html
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制度の概要 

➢ 届出先区分 

区分 届出先 

事業所等の数が３以上の地方厚生局管轄

区域に所在する事業者 

厚生労働大臣 

（老健局総務課介護保険指導室業務管理係） 

事業所等の数が２以上の都道府県の区域

に所在し、かつ、２以下の地方厚生局の管

轄区域に所在する事業者 

主たる事務所（法人）が所在する都道府県

知事 

全ての事業所等が愛媛県内にのみに所在

する事業者（事業所等が松山市内のみに

所在する事業者を除く） 

愛媛県知事 

（地方局地域福祉課） 

 

 

 

事業所等が松山市内にのみ所在する

事業者 

松山市長 

（松山市福祉推進部課指導監査課） 

地域密着型サービス(予防含む)のみ

を行う事業者で、事業所が同一市町村

内にのみ所在する事業者 

市町村長 

   

提出書類 

 

届出事由 提出書類 

新規に業務管理体制を整備して届け出る場合 
介護保険法第 115 条の 32 第 2 項

(整備)又は第 4 項 （区分の変更）に

基づく業務管理体制に係る届出書 

業務管理体制を届け出た後、事業所又は施設の

指定や廃止等に伴う事業展開地域の変更によ

り、届出先区分に変更があった場合（※1） 

届出事項に変更があった場合（※2） 

介護保険法第 115 条の 32 第 3 項

に基づく業務管理体制に係る届出書

（届出事項の変更） 

（※1）区分変更前及び区分変更後の届出先区分にそれぞれ届け出が必要です。 

（※2）「➢ 届出事項」に変更があった場合に加えて、事業所等の指定や廃止等により事業

所等の数に変更が生じ「➢ 業務管理体制の整備基準」が変更された場合にのみ、

事業所名称等及び所在地についても変更届が必要です。 
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Ⅲ-７ その他 

メールアドレス変更 

手続き期限 変更が生じたら直ちに 

手続き方法 電子申請フォーム（電子申請・届出システムではないので注意） 

HP掲載場所 

松山市ＨＰ ＞ くらしの情報 ＞ 介護保険 ＞ 介護事業者の方へ（緑） ＞ 

（6）その他の手続き ＞ メールアドレス登録 

（以下リンク参照） 

メールアドレス登録 

注意事項 

・松山市からの通知は電子メールで送信することがあります。メールアドレスは各事業

所・施設からの申出により登録していますが、アドレスに変更があった際は必ず変更手

続きを行ってください。 

・特に、個人メールで登録している場合は、その職員の退職等で通知が送信できない事

例もありますので、ご注意ください。 

・登録は 1 事業所あたり 1 アドレスに限ります。 

 

  

https://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kaigohoken/zigyousya/shiteishidou/mailadress.html


31 

 

Ⅳ 運営指導での指摘事項 

➢ 令和 8 年度の運営指導での主な指摘事項は以下のとおりです。「記録が残っていない」ことに関する指

摘が多い傾向にあります。記録が無い場合、法令違反や介護報酬の返還の対象となる可能性がありま

す。 

➢ 記録書等の体裁や書き方は各事業所・施設により異なりますが、上記趣旨をご理解いただき、客観的な

視点から、基準の遵守状況を示す書類となっているか、今一度ご確認をお願いします。 

対象サービス 全サービス共通 

項目 人員基準 

指摘内容 出勤簿等で職員の出退勤の時間を明確にすること。 

よくある指摘 

法人の代表者や役員、医師が必要な人員として配置されているが、出退勤時間の記録が

無い。または、必要な人員の日付や押印、署名のみの記録で、出退勤時間の記録が無い。 

→ 人員基準で必要な人員の勤務時間は記録が必要です。出退勤の記録が無い場合、基

準違反や不正請求が疑われます。 

 

対象サービス 全サービス共通 

項目 人員基準 

指摘内容 
他の職種や他の事業所と兼務している職員は、それぞれの職種及び勤務時間がわかる

ように、区分して管理すること。 

よくある指摘 

勤務表で、兼務している職員の主たる職と兼務の職の勤務時間が分かれていない。また

は、他の事業所等と併設されている事業所で、併設先の勤務時間を含めている。 

→ 勤務表は、人員基準で必要な各職種の勤務時間を満たしていることが分かるように

記載をお願いします。 

 

対象サービス 全サービス共通 

項目 各委員会、研修、訓練（以下、委員会等） 

指摘内容 委員会等について、実施したことを明確にすること。 

よくある指摘 

他の委員会等と同時に実施したが、当該記録書のタイトルが他の委員会等のみになって

いる。または、記録書の実施内容が他の委員会等のみになっている。 

→ 基準上必要な委員会等は、次頁以降「Ⅴ 各サービスへの周知事項」の「【サービス別】

各種委員会、研修及び訓練の実施回数について」に記載しています。同一の記録書に

記載する場合であっても、タイトルや内容はそれぞれの実施が分かるように分けて記

載をお願いします。 
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対象サービス 全サービス共通 

項目 各指針、業務継続計画（以下、指針等） 

指摘内容 指針等の内容を見直すこと。 

よくある指摘 

指針等に記載する項目が不足している。 

→ 基準上必要な項目は、次頁以降「Ⅴ 各サービスへの周知事項」の「【サービス別】各種

計画・指針に盛り込むべき内容について」に記載しています。不足している場合は追

記をお願いします。 

 

対象サービス 全サービス共通 

項目 身体的拘束等適正化検討委員会、虐待防止委員会、感染対策委員会、事故防止検討委員会  

指摘内容 委員会の結果について、介護従業者その他の従業者に周知したことを明確にすること。 

よくある指摘 

委員会を開催し会議で周知した・回覧したが、従業者が確認した記録がない。 

→ 会議等で周知した場合は、当該会議の参加者や周知内容の記録をお願いします。ま

た委員会の会議録を回覧する場合は、確認者の記録をお願いします。 

 

対象サービス 全サービス共通 

項目 秘密保持 

指摘内容 

・全ての職員にその業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講じること。 

・サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、

利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得

ること。 

よくある指摘 

委託契約や派遣契約の職員がいる場合、契約書に秘密保持の規定が無い、または、規定

の有無を確認せず、個人情報保護の誓約書が無い。 

家族がいる場合、家族から同意を得ていない。 

→ 誓約書や同意書で明確にしてください。 

 

対象サービス 全サービス共通 

項目 ウェブサイトへの掲載 

指摘内容 重要事項をウェブサイトに掲載すること。 

よくある指摘 

掲載していない。 

→ 法人のホームページもしくは愛媛県が整備する介護サービス情報報告(公表)システ

ムのいずれかで掲載をお願いします。 
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対象サービス 全サービス共通 

項目 掲示 

指摘内容 
事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービス選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

よくある指摘 

掲示されていない。または、一般に職員のみが出入りする事務室等、利用申込者、利用者

又はその家族が見づらい場所に掲示されている。 

→ 玄関やロビー等に掲示をお願いします。 

 

対象サービス 非常災害対策計画の策定対象のサービス 

項目 非常災害対策計画の掲示 

指摘内容 非常災害対策計画について、事業所の見やすい場所に掲示すること。 

よくある指摘 

掲示されていない。または、一般に職員のみが出入りする事務室等、利用申込者、利用者

又はその家族が見づらい場所に掲示されている。 

→ 玄関やロビー等に掲示をお願いします。 

 

対象サービス 職員・利用者の割合の算出が求められる加算を算定しているサービス 

項目 
サービス提供体制強化加算、特定事業所加算（訪問介護・居宅介護支援）、日常生活継続

支援加算（（地域密着型）介護老人福祉施設）等 

指摘内容 
割合の算出に当たっては、定められた期間ごとに計算し、算定要件を満たしていること

を確認した上で請求すること。 

よくある指摘 

割合を算出していない。または、職員や利用者の数等から、割合を満たすことが明らかで

あるので、計算していない。 

→ 所定の割合を満たしていることが明らかな場合も含め、計算と記録をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 各サービスへの周知事項 

➢ 次頁以降、過年度の事業者連絡会（集団指導）で周知した主な内容、松山市より通知した主な内容を掲載

しています。改めて内容の確認をお願いします。 
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会

ー
ー

年
4
回
以
上

(3
月
に
1
回
以
上
)

年
4
回
以
上

(3
月
に
1
回
以
上
)

年
4
回
以
上

(3
月
に
1
回
以
上
)

虐
待
防
止
検
討
委
員
会

年
1
回
以
上

年
１
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

感
染
対
策
委
員
会

年
2
回
以
上

(6
月
に
1
回
以
上
)

年
2
回
以
上

(6
月
に
1
回
以
上
)

年
2
回
以
上

(6
月
に
1
回
以
上
)

年
2
回
以
上

(6
月
に
1
回
以
上
)

年
4
回
以
上

(3
月
に
1
回
以
上
)

事
故
防
止
検
討
委
員
会

ー
ー

ー
ー

年
1
回
以
上

身
体
拘
束
適
正
化
研
修

年
1
回
以
上

（
松
山
市
か
ら
の
お
願
い
）

年
1
回
以
上

（
松
山
市
か
ら
の
お
願
い
）

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

虐
待
防
止
研
修

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

感
染
対
策
研
修

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

B
C
P
研
修

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

感
染
症
B
C
P
の
研
修
は
、
感
染
対
策
研
修
と
一
体
的
に
実
施
可

事
故
防
止
研
修

ー
ー

ー
ー

年
2
回
以
上

感
染
対
策
訓
練

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

防
災
訓
練

ー
年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

B
C
P
訓
練

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
1
回
以
上

年
2
回
以
上

年
2
回
以
上

感
染
症
B
C
P
の
訓
練
は
感
染
対
策
訓
練
と
、
災
害
B
C
P
の
訓
練
は

防
災
訓
練
と
一
体
的
に
実
施
可

※
4
…
（
地
域
密
着
型
）
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
、
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

※
5
…
介
護
老
人
福
祉
施
設
、
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
介
護
医
療
院

※
6
…
他
の
研
修
と
一
体
的
に
実
施
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
内
容
に
つ
い
て
研
修
し
た
こ
と
が
分
か
る
よ
う
に
記
録
す
る
こ
と
。
ま
た
、
上
記
研
修
以
外
に
も
、
取
得
し
て
い
る
加
算
の
要
件
と
し
て
実
施
が
求
め
ら
れ
て
い
る
研
修

（
看
取
り
に
関
す
る
研
修
、
入
浴
介
助
に
関
す
る
研
修
な
ど
）
に
つ
い
て
は
、
計
画
的
に
実
施
す
る
こ
と
。

他
の
委
員
会
と
一
体
的
に
設
置
・
運
営
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な

い
が
、
委
員
会
の
開
催
に
当
た
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
委
員
会
で

検
討
す
べ
き
内
容
に
つ
い
て
議
論
し
た
こ
と
が
分
か
る
よ
う
に
記

録
す
る
こ
と
。

【
サ
ー
ビ
ス
別
】
各
種
委
員
会
、
研
修
及
び
訓
練
の
実
施
回
数
に
つ
い
て

※
１
…
訪
問
介
護
(総

合
事
業
含
む
)、

訪
問
入
浴
介
護
、
訪
問
看
護
、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
、
福
祉
用
具
貸
与
、
特
定
福
祉
用
具
販
売
、
居
宅
介
護
支
援
、
介
護
予
防
支
援
、
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
訪
問
介
護
看
護

　
　
＊
居
宅
療
養
管
理
指
導
に
係
る
虐
待
防
止
委
員
会
、
虐
待
防
止
研
修
、
B
C
P
研
修
及
び
B
C
P
訓
練
は
、
令
和
9
年
3
月
3
1
日
ま
で
は
努
力
義
務

　
　
＊
居
宅
療
養
管
理
指
導
、
居
宅
介
護
支
援
及
び
介
護
予
防
支
援
に
係
る
感
染
対
策
委
員
会
は
、
事
業
所
の
従
業
者
が
１
名
で
あ
っ
て
、
感
染
症
予
防
の
た
め
の
指
針
が
整
備
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
開
催
し
な
い
こ
と
も
差
し
支
え
な
い
。

※
2
…
通
所
介
護
、
地
域
密
着
型
通
所
介
護
（
総
合
事
業
含
む
）
、
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

　
　
＊
地
域
密
着
型
通
所
介
護
の
う
ち
療
養
通
所
介
護
事
業
者
は
、
上
記
に
加
え
、
安
全
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
管
理
委
員
会
を
概
ね
6
月
に
１
回
以
上
開
催
す
る
こ
と
。

※
3
…
短
期
入
所
生
活
介
護
、
短
期
入
所
療
養
介
護
、
(看

護
)小

規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

　
　
＊
身
体
拘
束
等
適
正
化
検
討
委
員
会
及
び
身
体
拘
束
等
適
正
化
研
修
は
、
令
和
7
年
3
月
3
1
日
ま
で
は
努
力
義
務

委 員 会 研 修 　 ※ 6 訓 練
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訪問系
サービ

ス
※1

通所系
サービ

ス
※２

短期入
所・多
機能系
サービ

ス
※３

居住系
サービ

ス
※４

施設系
サービ

ス
※５

感染症 災害

・平時からの備え
(体制構築・整備、感染症防止に向けた取組み
の実施、備蓄品の確保等)
・初動対応
・感染拡大防止体制の確立(保健所との連携、
濃厚接触者への対応、関係者との情報共有
等)

・平常時の対応
(建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフ
ラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄
等)
・緊急時の対応(業務継続計画の発動基準、対
応体制等)
・他施設及び地域との連携

・事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方
・身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
・身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
・事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針
・身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
・その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

【サービス別】各種計画・指針に盛り込むべき内容について

計画・指針等に盛り込む必要がある内容

2

業務継続計画

○ ○ ○ ○ ○

1

身体的拘束等の適正化のための指針

ー ー ○ ○ ○

○

・平常時の対策
※１～４：事業所内の衛生管理(環境の整備等)、ケアに係る感染対策(手洗い、標準的な予防
策)等
※５：施設内の衛生管理(環境の整備、排泄物の処理、血液・体液の処理等)、日常のケアに係
る感染対策(標準的な予防策、手洗いの基本、早期発見のための日常の観察項目等）
・発生時の対応
※１～４：発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係
課等の関係機関との連携、行政等への報告、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関
係機関への連絡体制を整備し明記しておく
※５：発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等
の関係機関との連携、行政等への報告、医療処置を整備し明記しておく

4

虐待防止のための指針

○ ○ ○ ○ ○

・事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
・虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
・虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
・虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
・虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
・成年後見制度の利用支援に関する事項
・虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
・その他虐待の防止の推進のために必要な事項

3

感染症の予防及び(食中毒の予防及び)まん延の防止のための指針

○ ○ ○ ○

5

事故発生の防止のための指針

ー ー ー ー

※４…(地域密着型)特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護

※５…介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

○

・施設における介護事故の防止に関する基本的考え方
・介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項
・介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針
・施設内で発生した介護事故、介護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうになった
場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高いもの
の報告方法等の介護に係る安全の確保を目的とした改善のための方策に関する基本方針
・介護事故等発生時の対応に関する基本方針
・入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
・その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針

※１…訪問介護(総合事業含む)、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居
宅介護支援、介護予防支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

※２…通所介護、地域密着型通所介護(総合事業含む)、認知症対応型通所介護、通所リハビリテーション

※３…短期入所生活介護、短期入所療養介護、(看護)小規模多機能型居宅介護
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令和 7 年度事業者連絡会（集団指導）資料 
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令和 7 年度事業者連絡会（集団指導）資料 
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令和 6 年度事業者連絡会（集団指導）資料 

 

 

  



39 

 

事  務  連  絡 

令和 8年 6月 22日 

介護保険事業者各位  

松山市長 野志 克仁 

 （指導監査課扱い） 

 

介護支援専門員等の在宅介護従事者の安全確保の徹底について 

 

日頃から介護保険事業の運営にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

先日、埼玉県川口市において、介護支援専門員が利用者宅で危害を受けて死亡する痛ましい事件が発

生しました。この事態を受け、介護従事者の安全確保がより重要であるとの認識を深め、本市から介護

保険事業者の皆様に改めて安全対策の実施をお願い申し上げます。 

特に介護支援専門員等の在宅介護従事者に関しては、安全確保への取り組みを十分に行っていただく

とともに、その他の従事者についても引き続き安全対策を徹底していただきますようお願いいたしま

す。 

以下に具体的な安全対策を整理しておりますので、事業運営の際にご活用いただき、必要な取り組み

を積極的に推進いただきますようお願い申し上げます。 

 

【介護サービス事業者による安全確保について】 

（1）トラブル防止に関する対策  

介護支援専門員等が利用者やその家族との間で深刻なトラブルになる可能性がある場合の安全確保に

ついて、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（ 平成 11 年厚生省令第 38 号）」

等の解釈通知において、事業者が講じるべき措置が明確化されています。また、令和 7年 6月に成立し

た「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律等の一部を

改正する法律（ 令和７ 年法律第 63 号）」において、カスタマーハラスメント防止のための必要な雇

用管理上の措置が事業主に義務づけられており、こちらは令和 8年 10月から施行予定です。  

（2）労働環境における具体的な対応  

事業所として、以下の事項を組織的に対応することが重要となります。 

・ハラスメント予防・対策に向けた基本方針や具体的な対応策の検討 

・リスク要因把握や職員個々の負担軽減のための体制構築 

・地域ケア会議での情報共有 

・他職種（医師等）、地域包括支援センター、保健所、地域の事業者団体、法律の専門家又は警察等

への相談・連携等 

 

※ 利用者又は利用者の家族等からのハラスメントに関しては、「介護現場におけるハラスメント対

策マニュアル」や管理者・職員向けの研修用の手引き、介護現場におけるハラスメント事例集を作

成し、厚生労働省 HP（ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html）において周知を行っ

ています。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001662580.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001662580.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
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Ⅵ 処分事例 

➢ 令和 8 年度の他自治体における介護事業者への行政処分について、主な事例を記載しています。 

➢ 介護保険料と公費で構成される介護給付費を不正に請求し、受領すること及び介護保険法並びに運営

基準等に従わず事業を運営することは、介護保険制度の信頼を大きく損なうものです。 

➢ 各事業所・施設におかれましては、運営基準をはじめとした関係法令等について、改めて確認し、法令等

を遵守した適正な運営を行ってください。 

自治体名 姫路市 

サービス種類 地域密着型通所介護、第一号通所事業 

処分年月日 令和８年４月２０日 

処分内容 指定の一部の効力の停止（新規利用者の受入停止）3 か月 

処分理由 

・不正請求 

入浴介助の実施記録として「入浴表」を作成しているが、令和６年２月から令和７

年２月までの請求状況を精査したところ、当該入浴表と入浴介助加算（Ⅰ）の請求

内容に不一致が認められた。具体的には、入浴表に実施記録のない日において、

入浴介助加算（Ⅰ）を不正に請求していた。 

また、請求担当者はこの不一致を認識しながらも、算定の修正を行うことなく継

続して請求を行い、介護給付費１，０７５件４３６，０２０円（姫路市被保険者分）を不

正に請求した。 

 

自治体名 姫路市 

サービス種類 訪問介護、第一号訪問事業 

処分年月日 令和８年４月２０日 

処分内容 指定の一部の効力の停止（新規利用者の受入停止）3 か月 

処分理由 

・不正請求 

令和３年５月から令和５年２月までの間、他の事業者が行う訪問看護の提供を受

けている利用者に対し、同時間帯に訪問介護サービスを提供したとしてサービス

提供記録を作成し、介護給付費を不正に請求した。 

また、令和３年９月から令和４年１０月までの間、利用者が医療機関への受診のた

め、居室にいなかった時間帯に、居室において訪問介護サービスを提供したもの

としてサービス提供記録を作成し、介護給付費５０件１２３，６２１円（姫路市被保険

者分）を不正に請求した。 
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自治体名 姫路市 

サービス種類 地域密着型通所介護、第一号通所事業 

処分年月日 令和８年４月２１日 

処分内容 指定の一部の効力の停止（新規利用者の受入停止）６か月 

処分理由 

・不正請求 

令和５年８月から令和７年７月までの間、個別機能訓練加算（Ⅰ）イを算定していた

が、対象事業所の機能訓練指導員等が当該加算の算定に必要な個別機能訓練計

画の作成を行っていなかった。 

本件に関し、当該事業者が運営する別事業所に対し、令和５年８月に実施した。実

地指導の結果通知にて、個別機能訓練計画作成の必要性を指導していた。これに

より、法人として当該計画の必要性は認識していたものと認められる。 

それにもかかわらず、指導を受け、個別機能訓練計画の必要性を認識した後も、個

別機能訓練計画の作成を適切に行わず、計画期間を遡って個別機能訓練計画書

を作成し、利用者に同意の署名をさせるといった不適切な行為を行い、介護給付

費５，００４件２，８４１，４７１円（姫路市被保険者分）を不正に請求した。 

 

自治体名 八戸市 

サービス種類 居宅介護支援 

処分年月日 令和８年６月１８日 

処分内容 指定の取り消し 

処分理由 

・不正請求（運営基準減算） 

重要事項説明書の利用者等への説明、アセスメント、サービス担当者会議、モニタ

リングを実施した記録がないにも関わらず、運営基準減算せず介護給付費を請求 

・運営基準違反 

アセスメント、サービス担当者会議等利用者のサービス提供に関する記録の不備 

 

自治体名 松江市 

サービス種類 訪問介護、（介護予防）訪問看護 

処分年月日 令和８年６月３０日 

処分内容 
訪問介護          ：指定の全部効力停止 3 か月 

（介護予防）訪問看護：指定の一部効力停止 3 か月 ※新規利用者の受入停止 

処分理由 

・不正の手段による指定 

新規指定申請時に事実と異なる人員配置で書類を作成・提出し、松江市から指定

を受けていた 

・人員基準違反 

厚生労働省令で定められている人員基準を満たしていないまま運営を行った 

 


